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研究成果の概要（和文）： 

 地域におけるイノベーションの創出にはそれを担う人材育成と支える体制や仕組み作りが急

務の課題である現状を踏まえ，本研究では次の４つの項目について研究を行った．①地域にお

ける産学連携やイノベーションの実状を明らかにする，②各地域における産学連携により実用

化した事例を調査し，それを整理・解析し，事例の解析結果に基づき，③ケーススタディ用の

教材を開発すると共に，④地域イノベーションの創出を支える体制や仕組みの検討を行った． 

 
 
研究成果の概要（英文）： 
With increasing necessity of both bringing up a person who creates innovation and 
establishing a regional innovation system, this research was conducted in mainly four 
subjects, as follows. 
1) Examining the present state of university-industry collaboration and innovation from 
the regional aspects,  
2) Collecting cases of technology commercialization by the university-industry 
collaboration and analyzing the process,  
3) Developing teaching materials of case method based on the actual cases, 
4) Investigating mechanisms of the regional innovation and presenting the possible 
measures and paths for establishing a regional innovation system. 
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１．研究開始当初の背景 
 地域イノベーションの創出を実現し活性
化していくためには，イノベーション創出を
支える体制やシステムなどの仕組み作りと，
その仕組みを活用しイノベーション創出を
行う人材育成とを同時に進めていく必要が
ある．仕組み作りにおいては，産学官連携が
有効な手段であり，これまでの活動を見直し，
イノベーション創出に向けた仕組み作りが
進められつつある．しかし，創出を担う人材
の育成については，有効な手段を模索するこ
とから始まり，かつ，人材育成というそもそ
も時間が必要な活動であることから，遅れて
いると言わざるを得ない．特に，地方におい
ては，産学官のプレイヤーそのものが限られ
ていること，さらには，中小企業が産業の中
核を担っていることから，イノベーション創
出を担える人的資源やその能力には限りが
ある．従って，地域においてイノベーション
の創出を促進していくためには，限られた人
材の能力を伸ばし，さらには，十分な能力を
有する人材を育成していく必要がある．この
ような状況で，地方に位置する大学や高専な
どは，地域における高等教育の中核として，
かつ，研究の中核として，その役割を担って
いくことが強く求められている． 
 新事業の創出やイノベーションの創出の
ための人材育成は，MOT 教育が有効と考えら
れる．現在の MOT 教育は，大企業やベンチャ
ー企業の新事業創出を対象としたもの，ある
いは，経営の観点が強調されたものが多い．
しかし，実例を基にしたイノベーション創出
のためのテキストも発刊されつつあるが，ア
メリカの事例であることや大企業向けの傾
向が強い．地域における中小企業や中小企業
と大学との産学連携による新事業創出のた
め，さらには，イノベーションの創出のため
の中小企業の経営者や技術者，大学などの研
究者などの技術系の人材育成用には，さらに
改良や工夫が必要である．例えば，教材とし
ては，取り巻く地域の情勢にあった身近な事
例を手本とすることが好適であると考えら
れる．しかし，産学連携における実用化事例
は急増しているものの，その経緯や流れ，ス
テップを詳細に調査し，研究，開発から事業
化，産業化まで技術をマネジメントすると言
う MOT の視点から解析した例は少なく，特に，
技術者や研究者の観点から解析した例はほ
とんど見られない．地域のイノベーション創
出を担う人材育成用の教材の開発や支援シ
ステムの構築に向けた検討は，ほとんど進ん
でいない状況である． 
 地域イノベーションを支える体制やシス
テムにおいても地域の実状を踏まえ，また，
イノベーションの創出という目的に即した
ものにしていく必要がある．しかし，多くの

地域では世界における大きなイノベーショ
ンの成功事例をもとに画一的なシステムで
の整備を進めている状況が見受けられ，効果
的な体制やシステムを構築することに苦慮
している現状がある．地域イノベーションの
創出には地域の企業そのものや大学などと
の産学連携が大きな役割を果たすとの観点
から，地域のイノベーション創出に必要な機
能やステップなどを検討し，体制整備に向け
た創出モデルの検討が必要な状況にある． 
 
２．研究の目的 
 本研究を遂行するメンバーは，技術系研究
者のバックグランドを持ち，地方の各大学に
おいて産学連携を推進する教員としてその
実務を行うとともに，実際に自らの研究シー
ズを地元中小企業と共同で実用化を進める
ことも行っている．また，MOT のセミナーや
大学院教育を担当し，実際の教育現場でも活
躍している．このような経験から，① MOT の
理解を深めるには身近な事例を教材に用い
ることが非常に効果的であること，②そのた
めの教材を開発する必要があること，また，
③事例を解析することで，実用化までの一連
の流れの把握や，実用化までの各ステージに
おいてどのような支援や施策が必要なのか
を把握でき，地域イノベーションの創出を支
える体制や仕組みについて検討が可能とな
るという考えに至った． 
 このような観点から，本研究では，「研究
開始当初の背景」に述べた社会の課題に着目
し，地域におけるイノベーションの担い手で
ある中小企業の経営者や技術者，大学などの
研究機関の研究者，さらには，将来の担い手
である高等教育機関の学生を主なターゲッ
トとし，技術系の人材に焦点をあて効果的に
MOT の実践人材やイノベーション創出人材
の教育を行える教材の開発を一つの目的と
した．さらには，地域におけるイノベーショ
ン創出における実状を把握し，地域でのイノ
ベーション創出を支える体制や仕組みにつ
いて検討し明確にすることを２つめの目的
とした．すなわち，我が国の地方において，
産学連携を核にして地域イノベーションの
創出を促進していくことを目指し，各種のデ
ータからイノベーションの創出における地
域の実状を把握し，また，様々な地域におけ
る産学連携で実用化された事例（これは小さ
いながらも何らかのイノベーションを起こ
している事例でもある）を調査し，整理・解
析することで，①身近な事例を基に，人材育
成用の教材，特に，産学連携や新規事業創出
を理解し活用するためのケーススタディ教
材を開発すること，②調査の結果に基づき地
域イノベーション創出を支える体制や仕組
みについて検討し必要な機能やポイントな



どを明確にし，具体例を提示すること，を目
的とした． 
 
３．研究の方法 
 本研究では，①地域における産学連携やイ
ノベーションの実状を明らかにする，②各地
域における産学連携により実用化した事例
を調査し，それを整理・解析し，事例の解析
結果に基づき，③ケーススタディ用の教材を
開発すると共に，④地域イノベーションの創
出の仕組みの検討を行うことが目的であり，
それぞれにおいて以下の方法で進めた． 
（１）地域における産学連携やイノベーショ
ンの実状の把握 
 地域でのイノベーションの状況を直接的
に把握することは困難であることから，地域
における産学連携がイノベーション創出の
大きな核になっている，また，地域における
イノベーションの創出の最大の担い手は地
域の企業である，という仮定を設け，地域に
おける産学連携の状況と地域の企業の研
究・開発力を把握することを試みた．具体的
には，各都道府県に国立大学法人があること
から，国立大学法人における企業との共同研
究の実施状況を調査解析し，地域における産
学連携の状況を推定することとした．また，
地域における企業の研究・開発力は，研究・
開発の成果の一つとして特許が出願される
ことから，各都道府県の特許の出願状況から
推定することとした． 
（２）地域における産学連携による実用化事
例の調査 
 大学の研究成果が実用化されるなど企業
が大学と連携して事業化まで到った事例に
ついて，調査候補の検討を行い，調査すべき
事例について絞り込みを行った．絞り込んだ
事例について，資料調査やヒアリング調査を
実施した．調査項目についても目的を達成す
る観点から検討を行い，実用化した製品やサ
ービスの概要，売り上げ，研究・開発・事業
化の経緯，産学連携のきっかけ，産学連携の
効果，事業化プランの作成時期，マーケッテ
ィングの実施・手段，研究・開発経費などの
項目について詳細に調査を行った．実用化事
例の調査結果を整理し解析することで，事業
化に至った要因やポイントを明確にした．ま
た，各地域で調査や解析した結果を比較し，
事例の類型化あるいはモデル化を行い整理
した． 
（３）教材の開発とその効果の検証 
 実用化事例の調査結果をもとに，ケースス
タディ用の教材として，①「新規事業展開に
おける産学連携の特徴や効果を理解する」た
めの教材，②「産学連携の使い方や MOTの理
解を深める」ための教材の２種類を試作した．
試作した教材を用いて福岡，札幌，岡山の３
カ所で実証研修を行い，教材や研修の有用性

について検証した．各研修において，アンケ
ートを実施し，教材や研修の効果や有効性，
さらには，改善点の洗い出しを行い，それぞ
れについて検討した． 
（４）イノベーション創出を支える体制や仕
組みの検討 
 我が国における産業振興施策について，歴
史的経緯について調査，整理し，イノベーシ
ョン創出の課題について検討することとし
た．また，イノベーション創出の体制や仕組
みの具体的な提示の検討を行う参考事例と
して，地域における産学連携やイノベーショ
ン創出に向けての取り組み状況を調査し検
討した．さらに，実用化事例の調査結果を解
析し，イノベーション創出に必要な要因や機
能について検討した．また，地域イノベーシ
ョン創出を促進するための具体的な手順に
ついて検討を行い，実例を示すことで提案を
行うこととした． 
 以上の４項目の研究成果については，産学
連携学会などの場を利用し発表を行い，他の
研究者からの知見を得て深めていくことと
した． 
 
４．研究成果 
 研究成果の詳細については，最終報告書を
平成２４年３月に作成し，関係者に配布する
と共に，ホームページで公開した． 
（当該 HPアドレス： 
http://www.sgrk.shimane-u.ac.jp/MOT/ 

） 
 主な研究成果を以下に示す． 
（１）地方における産学連携の状況や研究・
開発力の調査 
 地域におけるイノベーション力の現状を
明確にするために，産学連携や企業における
研究開発力について調査を行った．地域にお
けるイノベーション創出の担い手となるメ
インプレーヤーは，大学等の研究機関と地域
の企業（特に中小企業）である．そこで，大
学については，地域に位置する大学における
企業との共同研究件数の推移と都道府県毎
の特許出願件数の推移を調査し解析するこ
とで，現状について明確にすることを試みた． 
 ①国立大学法人における共同研究件数の
調査 
 全国の国立大学法人６２大学における
2004 から 2008 年度の５年間の共同研究件数
を調査し，その推移を解析した．その結果，
各大学の共同研究件数は概ね増加傾向にあ
り，特に，大企業を相手先とする共同研究が
増加していることが明らかとなった．中小企
業を相手先とする共同研究は，東京大学，東
北大学，京都大学，岡山大学など一部の大学
で増加傾向が見られる．しかし，その他の多
くの大学では，横ばい，ないしは，減少傾向
にあることが見られ，特に，東北北部，山陰，

http://www.sgrk.shimane-u.ac.jp/MOT/


四国，九州に位置する大学の多くで低い傾向
が見られた．共同研究の件数だけで見ると全
体的には増加傾向にあるが，多くの大学では
中小企業を相手先とする共同研究が増加し
ておらず，この結果から大学が位置する地元
の中小企業との共同研究が進んでいないこ
とが示唆された．地域イノベーションの創出
の推進役が大学とその近隣の企業であるこ
とを考えると，このことは大きな問題である
と言える． 
 ②特許出願件数の調査 
 2000 年から 2009 年における都道府県毎の
特許出願件数を調査し，その推移を解析した．
東京都，神奈川県，大阪府など大都市圏では
年間 2000件以上の出願がされているものの，
年間 1000 件に満たない道県も多いこと，全
体的には特許出願件数は減少傾向にあるこ
と，特許出願件数の少ない道県においては大
学と中小企業との共同研究が少ないことな
どが明確になった．特に特許の出願件数の少
ない地域は，北東北，山陰，四国，九州の各
県であり，これらの地域では大学と中小企業
との共同研究件数も少ない地域でもある．こ
のような地域では，地域イノベーションを創
出するイノベーション力が弱いと考えられ，
今後，地域の状況に応じた対策が必要である
と考えられる． 
 
（２）産学連携による実用化事例の調査 
 島根大学，群馬大学，新潟大学，岡山大学
における産学連携により実用化に至った１
４の事例について詳細に調査を行った．調査
結果については，事業化に至った経緯を中心
に，産学連携のきっかけや効果，連携が機能
するポイントなどについてまとめ，産学連携
学会の大会などで発表・報告すると共に，最
終報告書では１４事例のうち１３野事例に
ついて調査事例概要としてとりまとめた． 
 調査した事例を比較検討し，いくつかの類
型化を試みた．その中で代表的と言える２つ
の類型化の結果について，以下に示す． 
①大学の研究分野と共同研究の内容との関
係による類型化：調査した事例の一覧と大学
教員の研究分野との関係を整理し表１に示
した．  
 

表１ 共同研究における教員の本来の 

研究との関係，大学の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 共同研究は，各教員のメインストリームの

研究の範囲で行われているケースが多いが，
教員の研究成果を技術シーズとして利用し
実用化に至ったケースは２件と少ないこと
が分かった．また，全体を通して大学の「評
価・解析」の機能を活用した共同研究が目立
つ．以上のことから，メインストリームの研
究で蓄積された研究者のポテンシャルが，既
存商品の付加価値アップのための評価技術
として実用化に貢献していると推測される． 

②技術とマーケットの観点からの類型化：ア
ンゾフの成長マトリックスを参考に，マーケ
ットを既存，周辺，新規の３つに，また，技
術を自前，周辺，新規の３つに分類し，実用
化事例がどこに位置するのかを検討した．そ
の結果を図１に示す．自前技術を利用した実
用化が２／３程度を占め，マーケットとして
は既存，あるいは，周辺を狙った事例が多い
ことが分かった．これらのケースでは，産学
連携で自前技術を深化，あるいは，発展させ
ていると考えられる． 

これらの解析結果からは，企業の自前技術を
核に周辺や既存のマーケットを対象に新し
い製品を開発して事業化を進め，その過程で
大学の評価・解析のポテンシャルを活用し付
加価値を向上させると言うパターンが多い
ことがわかった．地方における地域イノベー
ションを促進するきっかけのパターンと位
置づけることもできる． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 技術・マーケットによる整理 

 
（３）教材の開発と実証研修 
 実用化事例の調査や解析結果をもとに，人
材育成用の教材の開発を進めた．教材として
は，産学連携や MOTの理解を深める，あるい
は，習得した知識の活用の仕方を模擬体験が
できることを目指し，ケーススタディ用の教
材を作成することとした．具体的には，教材
１：「新規事業展開における産学連携の特徴
や効果を理解する」ための教材，教材２：「産
学連携の使い方や MOT の理解を深める」ため
の教材の２種類を作成した． 
 教材１については，調査事例概要をとりま
とめた１３の事例すべてについて作成し，そ
れぞれを比較しながらその違いを議論し，産
学連携の特徴や効果を明確にできるように



工夫した．また，教材２については，１３の
事例の内から２つを選び，実用化を目指すど
こかの過程で問題，あるいは，ボトルネック
のある状態を仮想的に作り出し，その後の展
開を考えさせる教材としている．これにより
産学連携の活用の仕方や MOTの活用の仕方や
その理解を深めることができる． 
 これらの教材を用いて，実際にケーススタ
ディ行う実証研修を福岡，札幌，岡山で行っ
た．福岡では主にインキュベーションマネー
ジャーを対象に，札幌では主に産学連携のコ
ーディネータや支援スタッフを対象に，岡山
では主に企業の経営者や開発担当者を対象
に行った． 
 これら研修では，「新規事業展開における
産学連携の特徴や効果を理解する」教材１と
して，事例１「エコキュート用熱交換機によ
る新事業展開」，事例２「柿を原材料とした
機能性ドリンクの開発」，事例３「足袋型ス
ポーツシューズの開発による自社ブランド
品販売」，事例４「口腔ケア舌ブラシの新事
業展開」の４つを比較検討させ，それぞれに
おける産学連携の特徴や効果を明らかにさ
せ，産学連携には多くの特徴やパターン，効
果があること，様々な活用ができることを理
解してもらうよう工夫した．「産学連携の使
い方や MOT の理解を深める」教材２では，「島
根大学の実用化事例－調湿用木炭－」に基づ
き，「研究開発が終わり，製品ができたが，
思うように売れない．今後，どのように支援
していくか？」と言うボトルネックがある状
況を設定し，その後の展開についてシミュレ
ーションを行わせる工夫を行った． 
 研修後にアンケートを実施しその結果を
整理・解析し，教材や研修についての改善点
や効果などについて検討を行った．その結果，
「概ね良好」という結果が得られ，対象が異
なっていても教材や研修の効果が十分得ら
れることが明らかになり，地方での人材育成
に活用できることが分かった．また，この研
修を受けると良いと思う業種（複数回答可）
の回答を見ると，企業経営者，企業の開発担
当者（技術者），支援機関の職員，コーディ
ネータおよび金融機関の職員の順に高い割
合を示しており，産学連携やイノベーション
に必要な広い人材を対象にできることが明
らかとなった． 
 
（４）地域イノベーション創出の仕組み 
 先ず，地域イノベーション創出に向けた現
状を整理するために，地域の産業振興の経緯
について振り返り整理した．これまでの地方
における産業振興は，様々な施策を用いて均
衡ある国土の発展の観点から産業立地の地
方分散を進めていった．時代の変化により企
業誘致による地方での産業振興には限界が
きており，内発的イノベーションの必要性が

高まってきている状況にある．しかし，前述
したように地方における産学連携の不十分
さや企業の研究・開発力の弱さなどの課題が
残されている． 
 このような中で，内発的なイノベーション
を進めていくためには，「企業の自前技術を
核に周辺や既存のマーケットを対象に新し
い製品を開発して事業化を進め，その過程で
大学の評価・解析のポテンシャルを活用し付
加価値を向上させると言うパターン」の小さ
なイノベーションの創出から始めていくこ
とが重要と考えられる．それと同時に，人材
育成を進め，これまでの蓄積をベースとした
仕組み作りを進めていくことが基本的なモ
デルとなると考えられる．その実例としては，
札幌を中心とした HoPE（Hokkaido Platform 
Entrance）の活動がある． 
 さらに，地域イノベーションを促進する具
体的な手順については，岡山での実例を示し，
提案した．具体的には，企業ニーズを明確に
し，大学教員とのマッチングを図り，販路の
確保を検討しつつ新製品の開発を産学連携
で行い，必要に応じて他の機関との連携を進
めることが基本的な流れとなり，産学連携に
より小さなイノベーションを推し進め実績
を増やしていくことである．それぞれの段階
での進め方については，地域の実情に応じて
工夫が進められているが，研究者群の組織化
やインターネットの利用によるマッチング
システムなどは共通の課題と言える． 
 いずれにしても地域においてこれらを進
めていく人材が大きな鍵となり，人材育成が
急がれている． 
 
５）今後の課題 
 本研究では，①地域における産学連携やイ
ノベーションの実状を明らかにする，②各地
域における産学連携により実用化した事例
を調査し，それを整理・解析し，事例の解析
結果に基づき，③ケーススタディ用の教材を
開発すると共に，④地域イノベーションの創
出の仕組みの検討を行うことが目的に，様々
な調査や解析，教材の開発や実証研修の実施，
イノベーション創出の手順や仕組みの検討
など研究を進め，その成果を論文発表，口頭
発表，最終報告書の作成と公表などで公開し
てきた． 
 今後も継続的に研究を進め，教材や研修の
改善や普及，あるいは，イノベーション創出
を支える仕組みや手順の実践への応用や改
善を進めていく必要がある． 
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